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特定非営利活動法人側肝 定款

第 1章 総則

(名称)

第1条  この法人は、特定非営利活動法人Cmrと いう。

(事務所)
第 2条 この法人は、主たる事務所を東京都大田区に置く。

第 2章 目的及び事業

(目的)

第 3条 この法人は、複雑化し不確実性が高まる現代社会において、新たな居住環境の構想と
実装を通して、次世代に求められる持続可能な社会を創出していくことを目的とす

る。そのために、住宅ストックを含めた既存の住環境の再生および更新に関する事業

を展開し、住まいの質の改善、コミュニティの醸成、都市空間の再編に寄与すること

を目指し、その実現のために多様な主体と協働するためのネットワークを構築してい

く。

(特定非営利活動の種類)
第 4条  この法人は、第 3条の目的を達成するため、次に掲げる種類の特定非営利活動を行
つ。

・ まちづくりの推進を図る活動
・ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動
。 経済活動の活性化を図る活動

(事業)

第 5条 (1)こ の法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る次の事業を行
つ。

1.既存ストック再生手法および地域再生手法の開発・普及・コンサルティング事業
2.生活困窮者・社会的弱者のための住まい及び地域社会の実現に関わる事業
3.次世代居住環境の創造および既存ストック更新に向けた建築に関する研究・構想・実
験および実践研究事業

4.活動の社会的普及のためのリサーチ 。講演・出版・展示・教育事業
5.その他の、この法人の目的を達成するために必要とする事業

(2)そ の他の事業
1.建築に関する研究・調査・企画・設計・監理・コンサルティング事業
2.都市計画・市街地開発・ランドスケープに関する企画・調査・設計・監理・コンサル
ティング事業

3.建築工事の施工・請負業
4.不動産の売買・賃貸・仲介 (媒介)・ 管理及びそれに関連する損害保険の代理業
5.中古品の売買、輸出入及び管理業

前項第 2号に掲げる事業は、同項第 1号に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、
利益を生じた場合は、同項第 1号に掲げる事業に充てるものとする。

，

“

第 3章 会員



(種別)
第6条

(入会)

第 7条

2

3

この法人の会員は、次の通りとし、正会員をもって特定非営利活動促進法 (以下
「法」という。)上の社員とする。
(1)正会員  この法人の目的に賛同して入会した個人及び団体
(2)賛助会員 この法人の目的に賛同し、この法人の事業を贅助するために入会し

た個人及び団体

(3)そ の他の会員 理事会が別に規則において定めた会員

会員の入会については、特に条件を定めない。

会員として入会しようとするものは、別に定める入会申込書により、代表理事に申し

込むものとし、代表理事は、正当な理由がない限り、入会を認めなければならない。

代表理事は、前項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をも

会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを除名す

ることができる。

(1)こ の定款等に違反したとき。
(2)こ の法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。
前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決前に通知し、当該会員から

申し出があった場合には、総会または理事会において弁明の機会を与えなければな

らない。

って本人にその旨を通知 しなければならない。

(入会金及び会費)

第 8条 会員は、理事会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。

(会員の資格の喪失)

第 9条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、その資格を喪失する。
(1)退 会届の提出をしたとき。
(2)本人が死亡し、又は会員である団体が消滅したとき。
(3)継続 して 1年以上会費を滞納したとき。
(4)除名されたとき。

(退会)

第 10条 会員は、別に定める退会届を代表理事に提出して、任意に退会することができる。

(口銘 |)

第 11条

(拠出金品の不返還)

第 12条 既納の入会金、会費その他の拠出金品は、返還しない。

第4章 役員

(種別及び;超D
第 13条 この法人に次の役員を置く。
(1)理 事 3人以上 8人以内
(2)監 事 1人以上 2人以内
2 理事のうち、 1人 を代表理事、 1人を副代表理事とする。

，

“



(選任)
条

２

３

４第 理事及び監事は、総会において選任する。

代表理事及び副代表理事は、理事の互選とする。

役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の親族
が 1人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の親族が役
員の総数の 3分の 1を超えて含まれることになってはならない。
法第 20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができな

5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。

代表理事は、この法人を代表し、その業務を総理する。
副代表理事は、代表理事を補佐し、代表理事に事故あるとき又は代表理事が欠けた
ときは、その職務を代行する。

理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び理事会の議決に基づき、この法人の

業務を執行する。

監事は、次に掲げる職務を行う。
(1)理 事の業務執行の状況を監査すること。
(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。
(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為
又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合に

れを総会又は所轄庁に報告すること。
報告をするため必要がある場合には、総会を招集すること。
業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述
しくは理事会の招集を請求すること。

4

い 。

(暢 )
第 15条
2

(任期等)

第 16条
2

(報酬等)

第 19条
2

３

　

　

４

(4)

(5)

役員の任期は、 2年とする。ただし、再任を妨げない。
前項の規定にかかわらず、後任の役員が選任されていない場合には、任期の末日後
最初の総会が終結するまでその任期を伸長する。
補欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任
者の任期の残存期間とする。
役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行
わなければならない。

役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
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Oι員補充)

第 17条 理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞なくこ
れを補充しなければならない。

(解任)

第 18条 役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを解任す
ることができる。
(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。
(2)職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。
前項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に総会
において弁明の機会を与えなければならない。

，
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3 前 2項に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、代表理事が別に定める。

第 5章 総会

(11E:日11)

第20条 この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の2種とする。

(構成)

第21条 総会は、正会員をもって構成する。

(権能)

第 22条 総会は、以下の事項について議決する。
(1

(2

)定 款の変更
)解 散及び合併
)事 業報告及び決算
)会 員の除名
)役 員の選任又は解任
)解 散における残余財産の帰属
)そ の他この定款に定める事業及び法人の運営に関する重要事項

３

４

５

６

７

(綸会の開催)

第 23条 通常総会は、毎事業年度 1回開催する。
2 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。
(1)理 事会が必要と認め招集の請求をしたとき。
(2)正会員総数の 5分の 1以上から会議の目的である事項を記載した書面をもっ

て招集の請求があったとき。

(3)第 15条第 4項第 4号の規定により、監事から招集があったとき。

(総会の招集)

第 24条 総会は、前条第 2項第 3号の場合を除き、代表理事が招集する。
2 代表理事は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があったときは、その

日から 14日 以内に臨時総会を招集しなければならない。
3 総会を招集する場合には、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面を
もって、少なくとも5日 前までに通知を発信しなければならない。

(議長)

第25条 総会の議長は、その総会において、出席した正会員の中から選出する。

(定足数)

第26条 総会は、正会員総数の 2分の 1以 Iの出席がなければ開会することができない。

(総会の議決)

第 27条 総会における議決事項は、第 24条第 3項の規定によってあらかじめ通知した事項
とする。

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって

決 し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

(総会での表決権等)



第 28条
2

各正会員の表決権は、平等なるものとする。

やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項

について書面若しくは電磁的方法 (所轄庁で定めるものを言う。)に より表決し、

は他の正会員を代理人として表決を委任することができる。
3 前項の規定により表決した正会員は、前 2条及び次条第 1項の適用については、総
会に出席したものとみなす。
4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わる

ことができない。

(総会の!鵬事録)

第 29条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
(1)日 時及び場所
(2)正 会員総数及び出席者数 (書面若しくは電磁的方法による表決者又は表決委
任者がある場合にあっては、その数を付記すること。 )

(3)審議事項および議決事項
(4)議 事の経過の概要及び議決の結果
(5)議 事録署名人の選任に関する事項
2 議事録には、議長及びその総会において選任された議事録署名人 2人以上が署名、
押印しなければならない。

第6章 理事会

(理事会の構成)

第30条 理事会は、理事をもって構成する。

(理事会の権鮨)

第 31条 理事会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。
(1)総会に付議すべき事項
〈2)総 会の議決した事項の執行に関する事項
(3)事務局の組織及び運営
(4)事 業計画及び予算並びにその変更
(5)入 会金及び会費の額
(6)長 期借入金その他新たな義務の負担及び権利の放棄
(7)資産の管理の方法
(8)そ の他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催)

第 32条 理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。
(1)代 表理事が必要と認めたとき。
(2)理 事総数の 3分の 1以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって
招集の請求があったとき。

(3)第 15条第 4項第 5号の規定により、監事から招集の請求があったとき。

(理事会の招集)

第 33条 理事会は、代表理事が招集する。
2 代表理事は、前条第 2号及び第 3号の規定による請求があったときは、その日から

又



14H以内に理事会を招集しなければならない。
理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又

は電磁的方法により、開催日の少なくとも5日 前までに通知を発信しなければなら

ない。

(理事会の議長)

第34条 理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。ただし、代表理事が他の理事を指名
し、

委任することができる。

(理事会の議決)

第 35条 理事会における議決事項は、第 33条第 3項の規定によってあらかじめ通知した事
項とする。ただし、議事が緊急を要するもので、出席した理事の 3分の 2以上の同

意があった場合は、この限りではない。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す
るところによる。

(理事会の表決権等)

第 36条 各理事の表決権は、平等なるものとする。
2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項
について書面をもって表決することができる。また、インターネット会議による会

議も有効とし、審議及び表決することができる。この場合、その時の記録を議事録

に添付することとする。

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、理事会
に出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わる

ことができない。

(理事会の書事録)

第 37条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
(1)日 時及び場所
(2)理 事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者またはインターネット会議

＾
６

参加者にあっては、その旨を付記すること。

審議事項及び議決事項

議事の経過の概要及び議決の結果

議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人以上が署名、

押印しなければならない。

第 7章 資産及び会計

(資産の構成)

第 38条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。
(1)設立の時の財産目録に記載された資産
(2)入会金及び会費
(3)寄付金品
(4)財産から生じる収人

(3)
(4)
(5)



(5)事業に伴う収入
(6)そ の他の収入

Z

第 39条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産
て
〉

υ

計b
ノ`

の4せ 0争東l二閻する後、差

■種 とする。

2
(資産の管理)

第40条  この法人の資産は、代表理事が管理し、その方法は、理事会の議決を経て、代表理
事が別に定める。

第8章 会計

(会計の原則)

第41条  この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行うものとする。

(会計の区分)

第42条  この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会

、そのイこの事業会;|

事種とする。

2
(事業計画及び予算)

第 43条 この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、代表理事が作成し、理事会の議決
を経なければならない。

(暫定予算)
第44条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、代表

理事は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収入支出

することができる。
2 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。

(予備費の設定及び使用)
第45条 予算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることができる。
2 予備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならない。

(予算の追加及び更正)
第46条  予算議決後にやむを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定予算の

追加又は更正をすることができる。

(事業報告及び決算)

第 47条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書
類は、毎事業年度終了後、速やかに、代表理事が作成し、監事の監査を受け、総会
の議決を経なければならない。
2 決算 1:剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

(事業年度)

第48条  この法人の事業年度は、毎年4月 1日 に始まり翌年3月 31日 に終わる。

(臨機の措置)

第49条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、又



は権利の放棄をしようとするときは、理事会の議決を経なければならない。

第 9章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更)

第 50条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の4分の 3以上
の多数による議決を経、かつ、法25条第 3項に規定する事項については所轄庁の

認証を得なければならない。

0‖Ю
第51条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。
(1)総 会の決議
(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能
(3)正 会員の欠亡
(4)合 併
(5)破 産手続開始の決定
(6)所轄庁による設立の認証の取消し
前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分の 3以上の

承諾を得なければならない。

第 1項第 2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。

(残余財産の帰属)

第52条 この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)したときに残
存

する財産は、法第 11条第 3項に掲げる者のうち、総会において議決したものに帰
属するものとする。

(合併)

第53条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3以 上の議
決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 10章 公告の方法

(公告の方法)

第54条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行う。

第 11章 事務局

(事務局の設置)

第 55条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができる。
2 事務局には、事務局長および必要な職員を置く。

(職員の任免)

第 56条 事務局長および職員の任免は、代表理事が行う。

２

　

　

３



附

１

２

(書類及び帳簿の備置き)

第57条 主たる事務所には、法第28条に規定される書類ほか、次に掲げる書類を常に備え
ておかなければならない。
(1)会員名簿及び会員の異動に関する書類
(2)収入、支出に関する帳簿及び証拠書類

0田n及び運営)
第 58条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、代表理事が別に

定める。

第 12章 雑則

(細則)

第59条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、代表理事がこれを定
める。

則
この定款は、この法人の成立の日から施行する。
この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。

代表理事 連 勇太朗

副代表理事 川瀬 英嗣

理事 大島 芳彦

理事 土谷 貞雄

理事 天野 美紀

監事 林 賢司

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第 16条第 1項の規定にかかわらず、成立の日から

2014年 3月 31日 までとする。

4 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第41条の規定にかかわらず、設立総会
の定めるところによるものとする。

5 この法人の設立当初の事業年度は、第 46条の規定にかかわらず、成立の日から2013
年 3月 31日 までとする。

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第 8条の規定にかかわらず、次に掲げるものとす

入会金 年会費

正会員 1,000円 10,000円 (1日 以上 )

パー トナー会員 10,000円 100,∞0円 (1日 以上 )

る。



書式第8号 (法第 10条・第25条関係)

設立・定款変更用

令和7年度 事業計画書

特定非営利活動法人硼Ar
l 事業実施の方針
主軸事業である「既存ストック再生手法の開発・普及事業」および「次世代居住環境想像および既存ストッ
ク更新に向けた建築に関する研究・構想・実験および実践研究事業」を連動させ、木造賃賞アパートをはじ
めとした築古物件や空き家の活用を様々な主体と協働しながら実現しつつ、新たに加わったその他の事業を
構築し、今まで扱ってこなかったビルディングタイプの更新や実験的なプロジェクトの企画提案実現を目指
す。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【37 77】 千円 )

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【6,684】 千円 )
定Rに配職
された
事業名

事案内審 日時 場 所
従事者
人数

事葉買
(千円)

建築に関する研
究・調査・企画・

設計・監理・コン

サルティング事業

建築に関する研究・調査・企画・

設計・監理・ コンサルティング事
業

常時 全国 4,αЮ

定嵌に記職
された
事業名

事票内容 日時 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人敗

事業買
(千円)

不動産管理
会社、物件
オーナー

2∞人 20,(X)0

既存ストック再生
手法および地域再
生手法の開発・普
及・コンサルティ
ング事業

・モクチンレシビ
・メンパーズおよびパートナーズ
事業
・モクチンスクール
など

常 時 全 国

生活困窮者 。社会
的弱者のための住
まい及び地域社会
の実現に関わる事
業

・シニア向け住宅
・地域善隣事業

富 時 全国
■
〕

不詢産管理
会社、物件
オーナー

5組 4,154

15凛l 9,723

・建票企画・
・不助産企画
上配に日わる
ンサルティン

設計・デザイン
・活用提案

夢
・鐘螺 コ

常 時 全 国

潮

会
件

ヽ

理ヽ
物

取
人
管

ヽ

行
法
産
社
オ―ナー

次世代居住環境の
創造および既存ス

トック更新に向け
た建築に関する研
究・構想・実験お
よび実践研究事業

全国
「
】

行取、NIЮ
法人、不動
産管理会
社、物件
オーナー、
民間企業

7組 3,∝Ю

活動の社会的普及
のためのリサー
チ・講演・出版・
展示・教育事業

・リサーチ
・晨示会出展
・出版

阻時

一
●

行取、N10
法人、不動
産管理会
社、物件
オーナー

卿 0人 1,∞0
その他の、この法
人の目的を達成す
るために必要とす
る事業

・ レクチャー、セミナー
画 時 全国



都市計画 りlf街地
開発・ランドス
ケープに関する企
画・調査・設計・
監理・コンサル
ティング事業

都市計画・市街地開発・ランドス
ケープに関する企画・調査・設
計・監理・ コンサルティング事業

常時 全国 3 1,∝Ю

建築工事の施 ■・

請負業
建築工事の施工・請負業

常時 全 国 2 よЮ

不動産の売買・賃
貸・仲介 (媒
介)・ 管理及びそ
れに関連する損害
保険の代理業

賃貸不動産の仲介企画、客付、広
随時 全 国 2 1,∝Ю

中古品の売買.輸
出入及び管理業

・古週具や古材、口材のリユース 随 時 全国 2 摂И



書式第8号 (法第 10条・ 25条関係)
孟主二重整湮且

令和8年度 事業計画書

特定非営利活動法人CHAr
l 事業実施の方針
主軸事業を引き続き、継続させながら、「生活困窮者・社会的弱者のための住まい及び地域社会の実現に関
わる事業」やその他の事業での不動産関連事業やリユース事業など、関連する業務とのシナジーを作り出し
ながら目的達成を目指す。また、かねてより全国展開している「既存ストツク再生手法および地域再生手法
の開発・普及・コンサルティング事業」での一定の成果を達成したい。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【47,020】 千円 )

定歌に記職
された
事業名

事案内容 日時 場 所
従事者
人数

事業員
(千円)

定欣に配職
された
事業名

事栞内容 日時 場 所
従事者
人数

受益
対魚者
範囲

受益
対象者
人敗

事業員
(千円)

既存ス トック再生
手法および地域再
生手法の開発・普
及・コンサルティ
ング事業

・モクチンレシビ
・メンバーズおよびバートナーズ
事業
・モクチンスクール
など

常 時 全国 6
不動産管理
会社、物件
オーナー

2∞人 20,(X)0

生活困窮者・社会
的弱者のための住
まい及び地域社会
の実現に関わる事
業

・シニア向け住宅
・地域善隣事業 常 時 全 国 3

不動産管理
会社、物件
オーナー

5組 9,100

次L代居住環境の
創造および既存ス

トック更新に向け
た建築に関する研
究・構想・実験お
よび実践研究事業

・建築企画・
・不動産企画
上記に関わる
ンサルティン

設計・
|・ 活用
口査・
グ

デザイン
提案
企画立案・コ

常 時 全国 5

行取、N10
法人、不動
産管理会
社、物件
オーナー

15組 11,000

活動の社会的普及
のためのリサー

チ・講演・出版・

展示・教育事業

・リサーチ
・晨示会出展
・出版

随 時 全ロ 3

行取、NIЮ
法人、不動
産管理会
社、物件
オーナー、
民間企業

7組 6,(Xκ

その他の、この法
人の目的を達成す
るために必要とす
る事業

レクチャー、セミナー
囲 時 全 国 3

行取、NIЮ
法人、不動
産管理会
社、物件
オーナー

鰤 0人 920

(2)その他の事業 (事業貴の総費用 【8,297】 千円 )



建築に関する研
究・調査・企画・
設計・監理・コン
サルティング事業

建築に関する研究・調査・企画・

設計・監理・ コンサルティング事
業

市 時 全 国 3 4,297

都市計画・市街地
開発・ランドス

ケープに関する企
画・調査・設計・

監摯 コンサル
テ ィング事業

都市計画・市街地開発・ランドス
ケーフに関する企画・調査 。設
計・監理・ コンサルテ ィング事業

常時 全 国 3 1,αЮ

建築工事の施工・
請負業

建築工事の施■・請負業
常時 全 国 2 まЮ

不動産の売買・賃
貸・仲介 (媒
介)・ 管理及びそ
れに関連する損害
保険の代理業

賃貸不動産の仲介企画、客付、広
随時 全国 2 2,αЮ

中古品の売買、輸
出入及び管理業

・古道具や古材、建材のリユース 目 時 全国 2 まЮ



11卜式第 10'ナ (法第 l()条・第 25条関係 )

令和7年度 活動予算書 (その他事業が立_登場合)
特定非営利活動法人CHAr

【B】 経 常 費 用

1 事業費

設立・定款変更用

特定非営利活動に係る事業
科 目

金  額 :小計・合計 金 額 小計・合計

その他事業
合計

150,000

150.000 lm,∝Ю

150,000

53,550,000

13,860,000

9,450,000

17,640,000

7,560,000

5,040,000

53.550.000

5,670,000

1.890,000

441,000

945,000

504,000

9.450.000

9,160,000

68,000,000

63,000,000

1.000 100 1,100

1,100

9,450,100 63.151,100

【A】 経 常 収 益

経 常 収 益 計 53.701.000

(1)人件費
給料手当

役員報酬

アルバイ ト・パー トタイマー給料手当

福利厚生費

7,650,000

10,067.400

1,700,000

850,000

20.267.400

1,350,000

1,776,600

300,000

150,000

3.576.600 23,844,000

9,000,000

11,844,000

2.000,000

1,000,000

(2)その他経費 17.610.300 3.107.700 20,718,000



売上原価

研修費

外注費

広告宣伝費

交際費

会議費

旅費交通費

通信費

販売促進費

消耗品費

水道光熱費

新聞図書費

支払手数料

地代家賃

賃借料

保険料

租税公課

支払報酬

減価償却費

雑費

支払利息

336,600

168,300

8,262,000

1,683.000

252,450

168,300

826,200

673,200

420,750

589,050

76,500

84,150

210,375

780,300

198,900

99,450

2,142,000

210,375

114,750

275,400

38,250

59,400

29,700

1,458,000

297,000

44,550

29,700

145,800

118,800

74,250

103,950

13,500

14,850

37,125

137,700

35,100

17,550

378,000

37,125

20,250

48,600

6,750

396,000

198,000

9,720,000

1,980,000

297.000

198,000

972,000

792,000

495,000

693.000

90,000

99,000

247.500

918,000

234,000

117,000

2,520,000

247.500

135,000

324,000

45,000

6.684.300 44,562,000事業費計 37.877,700

999,600

958,800

215,050

187,000

2.360.450

176.400

169,200

37,950

33,000

416.550 2,777.000

1,176,000

1,128,000

253,000

220,000

(2)その他経費
売上原価

研修費

外注費

広告宣伝費

交際費

会議費

旅費交通費

通信費

販売促進費

消耗品費

水道光熱費

新聞図書費

支払手数料

地代家賃

賃借料

保険料

租税公課

支払報酬

減価償却費

雑費

支払利息

管理費計

2 管理費

130,900

18,700

1,020,000

93,500

18,700

9,350

65,450

51,425

65,450

74,800

19,635

18,700

42,075

95,370

24,310

12,155

187,000

25,713

14,025

46,750

4,675

2.038.683

4.399.133

23,100

3,300

180,000

16,500

3,300

1,650

11,550

9,075

11,550

13,200

3,465

3,300

7,425

16,830

4,290

2,145

33,000

4,538

2,475

8,250

825

359.768

776.318

Z"64Ю
154,000

22,000

1,200,000

110,000

22,000

11,000

77,000

60,500

77,000

88,000

23,100

22,000

49,500

112,200

28,600

14,300

220,000

30,250

16,500

55,000

5,500

5,175,450

42.276.833 7.460,618 49.737.450経 常 費 用 計

(1)人件費
給料手当

役員報酬

アルバイ ト・ アヽ― トタイマー給料
「
当

福利厚生費

l   :   l   l 正三IIIIコ



当 期 経 常 増 減 額 【A】 ―【B】 ・・・① 11.424.168 1.989.483 13,413,650

【C】 経 常 外 収 益

経 常 外 収 益 計

【D】 経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ―【D】 ・・・②

経 理 区 分 振 替 額 ・・・③ : 1.989,483 -1.989.483

税 引 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額 ①+②+ ④ 13.413,651

法人税、住民税及び事業税 ・・・⑤
前期繰越正味財産額 ・・・⑥

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ④―⑤+⑥

13,413,651

13,413,651



|キ式第 10)ナ (法第 10条・第 25条関係 )

令和 8年度 活動予算書 (その他事業が立_登場合)
特定非営利活動法人CHAr

【B】 経 常 費 用

1 事業費

設立・定款変更用

円

(2)その他経費
売上原価

研修費

外注費

広告宣伝費

589,050

336,600

9,180,000

2,103,750

24,714,000

693,000

396,000

10,800,000

2,475,000

その他事業
科 目

特定非営利活動に係る事業

金  額 :小計 。合計 金  額 :小計・合計
合計

150.000 150,0(Ю

150,000

57,800,000

14,960,000

10,200,000

19,040,000

8,160,000

5,440,000

57.800.000

6,120,000

2,040,000

476,000

1,020,000

544,000

10.200.000

10,200,000

68,000,000

68,000.000

1.000

1 100

100 1,100

1,100

【A】 経 常 収 益

経 常 収 益 計 :57.951,000 110.200,1∞ 68,151,100

(1)人件費
給料手当

役員報酬

アルバイ ト・パー トタイマー給料手当

福利厚生費

11,900,000

11,138,400

1,700,000

1,275,000

26.013.400

2,100,000

1,965,600

300,000

225,000

4.590.600 30,(Ю4,∝Ю

14,000.000

13,104,000

2.000,000

1.500,000

21.006.900

103,950

59,400

1,620,000

371,250

3,707.100



交際費

会議費

旅費交通費

通信費

販売促進費

消耗品費

水道光熱費

新聞図書費

支払手数料

地代家賃

賃借料

保険料

租税公課

支払報酬

減価償却費

雑費

支払利息

事業費計

経 常 費 用 計

【C】 経 常 外 収 益

1濁定資産売却益

過年度損益修正益

336,600

168,300

826.200

841.500

757,350

925,650

76,500

252,450

210,375

780,300

198,900

459,000

2.142,000

210,375

114,750

459,000

38,250

59,400

29,700

145,800

148,500

133,650

163,350

13,500

44.550

37,125

137,700

35,100

81,000

378,000

37,125

20,250

81,000

6,750

396.000

198,000

972,000

990,000

891,000

1,089,000

90,000

297,000

247,500

918,000

234,000

540,000

2,520,000

247,500

135,000

540,000

45,000

8.297,700 55,318,00047.020.300

1,122,000

1,122,000

167,500

187,000

2.898.500

198,000

198,000

82,500

33,000

511.500 3,410,000

1,320,000

1,320,000

550,000

220,000

(1)人件費
給料手当

役員報酬

アルバイ ト・バー トタイマー給料手当

福利厚生費

(2)その他経費
売上原価

研修費

外注費

広告宣伝費

交際費

会議費

旅費交通費

通信費

販売促進費

消耗品費

水道光熱費

新聞図書費

支払手数料

地代家賃

賃借料

保険料

租税公課

支払報酬

減価償却費

雑費

支払利息

管理費計

2 管理費

187,000

18,700

1,020,000

93,500

18,700

9,350

84,150

51,425

46,750

84,150

18,700

28,050

23,375

95,370

24,310

12,155

187,000

25,713

14,025

56,100

4.675

2.103.198

5.001.698

371.153

882.653

2,47■ 贅Ю

220,000

22,000

1,200,000

110,000

22,000

11,000

99,000

60,500

55,000

99,000

22,000

33,000

27,500

112,200

28,600

14,300

220,000

30,250

16.500

66,000

5,500

5,884,350

: 52.021.998 9.180.353 61.202.350

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ―【B】 ・・・① 5.929.003 i.019.748 6,948,750

33,000

3,300

180,000

16,500

3,300

1,650

14,850

9,075

8,250

14,850

3,300

4,950

4,125

16,830

4,290

2,145

33,000

4,538

2,475

9,900

825



経 常 外 収 益 計

【D】 経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ―【D】 … ②
経 理 区 分 振 替 額 ・・・③ 1.019.748 :-1.0■ 748

6.948.751税 引 前 当 期 正 味 財 産 増

法人税、住民税及び事業税  ・・・⑤
前期繰越正味財産額  ・・・⑥

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ④―⑤+⑥

④減 額 ①

6,948,751
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一
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一
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一
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